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広島県再構築への道
森井昭顕
I.はしがき
テクノポリス構想が打ち出されて久しいのであるが，その構想が浮上し
た背景は第4次中東戦争が勃発し， OPEC (石油輸出国機構)による石油
価格の引上げによって世界的景気停滞に起因する。つまり，第 I次オイル
・ショックと呼ばれているのであるが，その不況の波が漸減し，オイル・
ショックから立上がろうとしていたっその時，再び石油価格の段階的値上
げ，すなわち，さみだれ値上げが OPECから発表されたのである。つま
り，昭和54年 (1979)の第2次オイル・ショックである。それは景気停滞
のなかにおける価格上昇，すなわち，スタグフレーション(Stagflation)と
なって表面化した。
丁度，福田内聞から大平内閣への転換期であった。大平内閣は， 1ゆと
りおよび、生がL、のある社会を実現するために，経済各部門の不均衡是正，
産業構造の転換とエネルギー制約の克服，新しい日本型福祉社会の実現」
を基本にして発足したのである。
テクノポリス構想は大平内閣時代の昭和55年 (980)3月，産業構造審議
会が 11980年代の通商産業政策の在り方について」の答申において打ち出
され，昭和56年 (981)にテクノポリス基本構想が具体化に向けて進めら
れ，昭和57年(1982)に開発構想の策定がなされた。昭和58年(983)4 
月には， 1高度技術工業集積地域開発促進法Jが制定され，同年10月15日
には「高度技術に立脚した工業開発に関する指針Jが提示されたのである。
その間，大平総理大臣の急逝によって，鈴木内閣が成立し，昭和58年8
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月には， i平和で安定的な国際関係のもとに，活力ある経済社会と安心で
豊かな国民生活を形成する」をスローガンに中曽根内閣が発足したのであ
るご昭和59年(1984) 3月には 9地域が l次認定を受け，同年5月には2
地域が加えられ，平成2年 (1900)をf1標にテクノポリス整備事業にスター
卜したのである(図 1を参照λ このようなプロセスを経てテクノポリス
図1 テクノポリス承認地域
富山地域
横浜市
熊本地域
(注)③印はテクノポリス承認、地域、。印はニューメディア・コミュニティ指定地域
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構想および開発構想、が策定されたのて、あるc ここで再度テクノポリス構想
を回顧し，広島県が対処すべき21世紀への道を展望する狙いを，われわれ
は脳裏に描いている。私のような浅学無知なものにとって重荷であること
は充二分に認識しているのであるが，敢えて御諒解をいただき，諸兄氏の
御意見および御鞭撞を拝聴したい。また，本稿をまとめるに当り，広島県
中小企業近代化促進審議委員会を通じて知放を得た方々および諸先輩，資
料収集に対して御便宜をいただきました諸氏に対し，心から謝意を表する
次第であるコ本紙面をかりまして厚く敬意を述べる次第であるc
II.テクノポリス構想
テクノポリス構想は昭和55年(1980) 3月に「通商産業政策の在り方に
ついて」産業構造審議会の答申があり，昭和58年(1983) 4月に「高度技
術工業集積地域開発促進法」が制定され，同年10月に「高度技術に立脚し
た工業開発に関する指針」が示され，昭和59年(1984)に1地域が承認さ
れ，各地域ともテクノポリス整備に取り組むこととなったのである。
高度技術工業集積地域開発促進法では 工業の集積が著しく高い地域お
よびその周辺の地域以外の特定の地域について，高度技術に立脚した工業
開発を促進することにより 当該特定の地域およびその周辺の地域の経済
の発達を図り，もって地域住民の生活の向上と国民経済の均衡ある発展に
資することを目的としている。つまり，テクノポリス構想、は21世紀に向け
ての技術先端産業と学術研究機能と住環境とを有機的に結合させた「新し
いまちづくり j をめざし従って，テクノポリス開発は工業開発による地
域経済の振興と自立化によって地域住民の生活向 tを目指した地域開発で
あるc
テクノポリス (Technopolis)は人口15万以上の都市を母都市としこれ
と一体的な生活圏を形成しうる地域で，ジェッ卜機空港および新幹線など
が整備され，三大都市圏とは日帰りが可能な地域でなければならないc そ
して，インダストリーゾーン (Industryzone)， アカデミーゾーン
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(Academy zone)，ハビテーションゾーン (Habitationzone)を整備しなけれ
ばならなL、。インダストリーゾーンには半導体産業(lC，LSI，超LSIなど)， 
コンビューター産業，情報・通信産業(光ファイパーなど)，バイオテク
ノロジー，ロボット産業などであり，アカデミーゾーンは整備機関，教育
機関，整備活動支持施設(情報センター，計算センター，国際会議場など)
の設置であるc ハピテーションゾーンはもちろん豊かな自然、と伝統文化に
包まれた住みよい居住環境，つまり，優れた音楽会など芸術との接触，豊
かな自然のなかでの憩い，社交および娯楽など潤いのあるひとときが享受
できる環境を創出しなければならないのである。
すなわち，テクノポリス構想は半導体，コンビューター産業，情報・通
信産業，バイオテクノロジーなどの高度な技術力を持つ競争力の高い先端
技術産業の育成を図ることであり，産業(エレクトロニクス，機械などの
先端技術産業を中核とする産業群入学術(産業を支える工科系大学，民
間中央研究所など)，住空間(潤いゆとりあるまち)が有機的に結合され，
地域の特性を活かした立体的に進める新しいまちづくりであり，新しい地
域開発である。そのためには良質な工業用地，工業用水，人材などを有し，
創造的研究開発活動のための良好な環境の提供，生産および研究開発活動
が積極的に展開できる環境に整備しなければならない。
このようなテクノポリス構想の役割は，産業構造の高度化が遅れ，付加
価値生産性の低い地場産業に 先端技術産業の導入と地場産業の内発的発
展とを調和させることによって，遅れを打開する道も可能になり，先端技
術産業が地方に定着することによって創造的な雇用の場を創出する可能性
も生ずる。従って，地方定住志向が高まりつつあるなかで地域社会の人々
が気概を満たし，魅力あるまちづくりができるのではないだろうかc 非常
に大きな期待と大なる可能性を包括しているということができる。掛け声
だけで終らせないためには積極的な行動力を発揮せねばならないのであ
るハ
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m.広島県におけるテクノ構想
竹下広島県知事はテクノポリス構想について次のように位置づけてL、
る。「テクノポリス構想は地域の豊かな伝統と美しい自然に調和した21世
紀に向けての都市づくりの構図であり，こうした都市づくりを進めるうえ
には，活力ある産業の集積，高度な学術・研究機関，優秀な研究者，技術
者の集積が必要である。加えて素晴しい自然環境，住環境や交通条件など
に恵まれるなど，テクノポリスにふさわしい諸条件を有していなければな
らなL、。本県ではこのような諸条件を満たす県中央南部に位置する地区を
テクノポリス地域として設定した。この地域は美しい自然のなかに賀茂学
園都市の建設が進められており，また，これまで本県産業の発展を支えて
きた層の厚い産業集積に恵まれているとともに，高速交通体系の整備も着
々と進んでいる。本県が21世紀に向けて安定した発展を続けてレくために
は，本県の優れた地域特性と，潜在的なエネルギーを十分に活用しながら
県勢の活性化を推進することが当面の課題であり，こうした県勢の活性化
の実現を図るための戦略的な施策の一つでもある。」
広島中央テクノポリスの建設は 「地域産業の技術高度化と21世紀を目
指した技術開発を進める戦略的拠点として，教育・試験研究機関などの立
地環境の整備が進みつつある広島中央地域にテクノポリス(技術創造都市)
を計画的に建設し，県内各地への波及効果を通じて，本県産業の長期かっ
安定した発展に資するとともに 広く西日本各地にその技術の伝播を図る
ことを円的としているcJ
広島中央テクノポリスは呉市，竹原市，東広島市，黒瀬町および安芸津
町にまたがる 678km2 (図2を参照)であり，母都市を呉市に，父都市を
広島市と設定している。協同圏域としては広島中央テクノポリス地域をと
(1) 建設省広報室編;建設月報7月号，建設広報協議会， 1984年， p，50から引用。
(2 ) 広島21世紀研究会;広島 明日への道Lるべ，ぎょうせい， 1988年， p，110を
引用。
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③国立広島大学，⑨国立広島大学理論物理学研究所，①近畿大学工学部，⑥テクノプラザ
埋設予定地，⑤工業技術院中国公共伎術試験所，⑦農林水産省果樹試験所，⑤県立西部工
業技術センヲ ，⑧県立農業試験所，①県立果樹試所，①広島県栽培漁業センター，①飯
山研究団地，①古川地区工業団地，①田口地区研究団地，①桑畑地I天工業団地，①東広島
中核工業団地.①原地区工業団地，⑦1原石南臨港団地，①西野工業団地，①風早工業団
地，①西高屋地区住宅地，①二神山住宅団地.8倦原住宅団地，③西条第一土地区画整理，
③広第一土地灰画整理
りまく沿岸・島幌地域および周辺内陸地域であるc
広島中央テクノポリス建設の基本的施策として，基盤整備および技術振
興の推進に大別している。基盤整備は賀茂学園都市の建設推進とイノベー
ションパーク(研究産業団地公園)の建設(国立広島大学の統合移転と西
高屋住宅地開発の促進，テクノポリスのシンボルゾーンとしてのイノベー
ションパークの建設，ブールパール，道路，上-下水道，都市公園等都市
施設の整備).工業用地等の計画的整備，住宅用地の確保，工業用水の確
保，高速交通体系の整備などがあげられているつまた，技術振興の推進は
地域産業の技術高度化と技術移転(中核的組織の拡充強化，研究開発型企
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業の育成，人材の活用育成，テクノプラザ、の建設，研究開発機能の充実強
化(集積化システム研究センター，遺伝子実験センター，放射光研究セン
ターなど入国公設試験研究機関の整備および充実，先端技術産業および
民間研究所の立地促進，産・学・行政の技術交流の促進，情報機能の強化
などが基本的方向として示されているc
そこで広島中央テクノポリスの建設に向けて効果的な実現を図るため
に，次のような基本的戦略をもって計両的に推進すると L、う決意を表明し
ている。
第一の基本戦略は地域産業の技術高次化を図り，広島県が技術立県とし
て21世紀に向かつて飛躍するために必要な研究開発分野を設定し，その分
野にかかわる研究開発機能の集積強化を図るご
第二の基本戦略は圏域内に自然環境，既存の土地利用などに配慮しなが
ら，適正規模の研究団地および産業団地を計画的に配置し，戦略的研究開
発分野と関連する試験研究機関や先端技術産業の導入を図る。また，研究
開発機能の充実強化や先端技術開発研究所，国際材料科学研究センターの
建設とともに，民間試験研究機関の立地を促進することによって，基礎研
究から応用研究，実用化研究までの幅広い研究開発機能の集積を図るつ
第三の基本戦略は地域産業の技術水準の向上や新技術の開発を行うな
ど，その技術高次化を図るため，地域産業と関連した研究開発を推進し
その開発技術を地域産業に移転する仕組みづくりを積極的に進めるつこの
ために国および公設試験研究機関を充実強化し人材の育成や産業技術情
報の収集および提供機能を整備するとともに，産・学-行政の連携による
研究開発機構を創設し，広く県内に開発技術の移転を促進する。また.地
域の産業構造の高度化および多角化に刺激を与える研究開発企業の育成や
地域産業の技術高次化にとって必要なソフトウエア技術の振興を図るc
第四の基本的戦略はテクノポリスを計画的かつ効果的に建設するため
(1) 広島21世紀研究会;広島明日への道しるべ，ぎょうせい. 1988年，
pp. 212~214 を引用
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に，教育および研究， レクリエーション，文化，福祉などの機能の均衡が
とれた賀茂学園都市の建設を強力に推進するc また，広島中央テクノポリ
スのシンボルゾーンとして，研究団地，研究開発型企業団地，産業団地，
住宅および公園などを配したイノベーションパークを建設し西日本の先
端技術研究開発拠点の形成を目指す。
第五の基本戦略として西日本に産業技術，学術および研究情報を伝播さ
せる先端技術の研究開発拠点とするために，空港，高速自動車道の整備な
ど，新時代に適応した情報通信基盤の整備を推進するとともに産業団地な
ど基盤の整備を行う。
第六の基本戦略として地域の持つ恵まれた自然環境や歴史的風土との調
和を図りながら，研究者および技術者にとって恵まれた研究環境を整備す
るとともに，若い世代の新鮮な感覚が躍動し，新しい学術および文化が生
まれて都市環境を創出するc
このような基本的戦略を現実化させるために，広島中央テクノポリス圏
域を 4つの開発ゾーンと竹原および安芸津地区をサブ開発区(図3を参照)
として整備することにしている。
(1) 中部開発ゾーンはテクノポリスの中核，テクノポリスの研究開発の
コア，圏域全体におよぶ都市機能サービスの充実強化を図るために，周辺
地域に研究団地，研究開発型企業団地，先端技術産業団地，研究者および
技術者向け住宅地を配置するc
(2 ) 東部開発ゾーンは西高屋地区住宅市街地開発事業の推進，東広島中
核工業団地の建設，西高屋駅前市街地の都市機能の強化を推進するととも
に，自然環境に調和する職住近接産業団地を配置する。
(3 ) 西部開発ゾーンは志和インターチェンジ周辺の乱開発の未然防止，
八本松駅前市街地の整備，山陽本線などの交通の利便性を活用し，既存産
業集積に関連した流通および先端技術産業団地および研究団地を配置する。
(4 )南部開発ゾーンは呉市の産業高度化の拠点形成，スプロール
(Sprawl)的開発の抑制と計画的開発の促進のために，母都市呉市の産業集
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積を生かした産業団地と研究団地を配置するとともに，環境のすくれた住
宅団地を配置するc
(s) サブ的地区は瀬戸内海の恵まれた自然環境の活用，中心市街地の整
備を行い，国道2号線および国道432号線に隣接した内陸部および臨海部
の埋立地に既存の産業集積に関連した産業団地を配置する。
広島県におけるテクノポリスは昭和59年(1984) 3月主務省庁(通商産
業省，建設省，農林水産省，国土庁)の承認を受け， 1990年概成を口標に
スター卜し， 2000年完成の予定で、歩み始めたのである。広島中央テクノポ
リス構想は広島県における21世紀へ向けてのゆたかなまちづくり閏いあ
るまちづくり，未来へのパラダイス的構想である。長期に亘って基幹産業，
すなわち第 1次産業のウエイトが大きかった広島県にとって，テクノポリ
ス構想はそれらの産業のリニューアル(Renewal)をも約束するものであるc
IV.テクノプラザ建設構想
テクノプラザ建設は「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の
促進に関する臨時措置法Jにより，国が示した「民間事業者の資金と能力
を活用しつつ，地域工業をはじめとする産業の活性化，高度化を図るため
に必要な高次の産業活動支援機能を有する拠点施設 リサーチコア(研
究開発，企業化基盤施設)構想」によるものであるc
広島県におけるテクノプラザ建設基本構想は，広島中央テクノポリス地
域内に民間活力を導入して，産 学・行政が協同で研究を行う開放型試験
研究施設，人材育成施設などを中心とした先端技術開発の拠点となる施設
を整備しようとするものであるJ
広島中央テクノポリス中部開発ゾーンにおいて，学術研究およびその成
果の実用化をめざ Lた創造的技術開発の拠点となるイノベーションパーク
の整備が計画されているc このイノベーシヨンパーク実現を促進するため
に，テケノプラザ、は技術開発に関する支援機能を整備するものであり， 21 
(4 ) 広島県，テクノプラザ建設基本構想， 1987年， iはじめに」から引用ご
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世紀における新技術創造拠点をめざし，国際的な技術交流拠点および創造
的な人材育成拠点をめざしているものであるc
テクノプラザ建設に関する基本方針は，周辺の土地利用と調和しながら
一体的に整備しイノベーションパーク内での機能連携を重視した施設を
配備し，類似施設との重複を避け，利用可能な施設の活用を検討するつま
た，技術高度化に貢献する機能を中心として，研究開発支援，研究開発人
材の育成，高度技術の開発促進のための技術交流，研究開発型企業の育成
支援などの機能および民間の有する資金力，事業企画力などを活用し，県
・市などと民間事業者とが共同で一体的になって整備しすすめることと
している。
そしてテクノプラザの運営の基本方針は，民間活力の導入のもとで運営
し効率的な運営と利用者に対する質の高レサービスを提供するために，
機能的一体性を確保し，民間の事業企画力，運営力，技術力などを活用す
ることによって，運営の効率化と質の高い研究活動への支援につとめ，県
市などと民間企業が共同で運営を行うものとされているο
テクノプラザ、建設構想は開放型試験研究施設，人材育成施設，交流施設，
研究開発型企業育成支援施設を配置しテクノプラザ、隣接地に民間企業研
究所を建設・整備するというものである(図4を参照)0 開放型試験研究
施設は県内企業が共同で利用する研究施設であり，新技術および新製品の
開発をすすめるために必要な施設および機器の利用の便を図るc この施設
利用が高まる分野としては新素材産業，高度メカトロニクス産業，バイオ
テクノロジ一関連産業，情報および通信機器産業などとみられているc 人
材育成施設は県内の企業の技術者および研究者を対象に，先端技術に関す
る研修施設，地域企業のニーズに対応した研修企画および実践できるよう
な施設を建設する必要がある。交流施設は企業相互の交流を促進させ，新
(:;) 前掲書;p. 5から引用コ
(6) 前掲書;pp. 5~6 を参照c
(7) 前掲喜;pp. 25~30 を参照c
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図4 テクノプラザ施設配置計画案
民間研究所団地
技術の普及を促進させるとともに，技術交流を中心にしたものにする。従
って，技術者および研究者の交流活動を密にするために，技術開発効果の
展示施設，技術開発およびその成果についての企業間および産・学・行政
の会議および打合せ，学術会議の利用促進など研究活動に役立ち得る施設
を建設する。研究開発型企業育成支援施設は大学および大学付属研究所，
産・学・行政および異業種間企業の交流活動を高め，事業化に結び付くよ
うな施設にする。そのためには貸事務所および貸実験室，大型コンビュー
ター 施設， OA機器室，応接室，会議室，交流サロンなどを内設・整備す
ることが要請されるc
開放型試験研究施設は利用企業の技術開発の促進，利用企業のニーズに
対する対応力，国公設試験研究機関および大学に蓄積されているノウハウ
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を活用することが必要である。従って，民間の資金力，事業企画力，施設
運営力を活用することが重要であるから，第三セクターによる建設-運営
が肝要である。人材育成施設は自主的な研修事業の企画および実践，民間
企業の人材育成に関するノウハウの活用，魅力ある施設を建設する必要が
あり，そのために第三セクターによる建設・運営が適している。交流施設
は施設の運営，効率的な管理，高い採算性，民間活力の導入，資金力，事
業企画力，運営力，セールス力など民間企業のノウハウの活用のために，
第三セクターによる建設・運営が最適であるつ研究開発型企業育成支援施
設は大学および国公設試験研究機関との連携，民間企業の資金力，経営ノ
ウハウ，運営力，施設のビジネス インキュベーター機能 (Businessin-
cubator function)の活用のために，第三セクターによる建設・運営するこ
とが必要である。さらに併設施設としてスポーツ施設，貸事務所，管理セ
ンターなどが必要であり，第三セクタ一方式による建設・運営を行うもの
とするとL、う構想、が立案されている。
V.テクノベルト地域構想、
広島県活性化に対する基本的な考え方は県民だれもがどこでもゆとりと
やすらぎのある生活が享受できる活力ある定住社会を創造していくことで
あるc そのためには県民生活の安定向上を図る諸施策を均衡をもって進め
ていくことが基本であるが，本県の経済社会の現状をみるとき，産業が長
期にわたって低迷し雇用不安など県民生活の各方面に様々な影響を与え
ている。また，地域の発展の基盤となる県土の整備についても，新たな段
階を迎えており，その対応が必要となっている。したがって，県経済に活
力を与え，今後本県が長期にわたって安定的な発展を遂げていくためには，
地域の特性と潜在的エネルギーを生かしながら，県民生活を支える産業の
活性化，県土の基盤を形成する骨格づくりに重点的に取り組まなければな
(8 ) 広島21世紀研究会編;広島 明日への道しるべ，ぎょうせい， 1988年， p.323 
から引用c
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らなL、。更に，教育，情報等の機能を充実し，潜在的能力の開発を図り，
新しい活力の原動力の育成に努めなければならなL、c
広島県における産業振興は自動車産業の展開や都市機能集積を活用した
生活関連産業など，高度に産業集積が進んでいる広島地域と工業整備特別
地域として鉄鋼などの立地や繊維，木工などの地場産業が旺盛な活動をし
ている備後地域中心に推進されてきた。両地域の中間にある県中央部は広
島中央テクノポリスの整備が進み，新広島空港の建設などが具体化してい
ることから，今後産業技術の開発拠点を形成していくとみられるc また，
中国自動車道沿いに新たな生産基盤や大学建設により，内陸インダストリ
アルベルトが形成されつつある。
県内各地域の既存の工業集積地や地域資源を生かした新たな工場集積圏
の形成と産業の地域間交流を促進し技術革新に対応した県内産業の画期
的展開を図るために，中国内陸インダストリアルベルトおよびテクノベル
トの形成を進める(図 5を参照)。中国内陸インダストリアルベルトの形
成は，中国縦貫自動車沿線地域において産業，生活基盤などの整備とあわ
せて諸機能の集積を図り，各都市-地区が相互に機能を補完しつつ展開し，
インターチェンジ周辺を中心に新たな工業導入と地域資源を活用した産業
の振興を図り，内陸部における雇用の場の確保と備北および広島両地域の
一体的交流を促進する。テクノベルトの形成は県内産業の中核を担う沿岸
部において既存の産業および技術集積を活用した新製品および新技術開発
を促進し，広島および備後の両地域間の産業活動の交流，地域の産業集積
を生かした産業群の再活性化と新たな工業の展開を，山陽自動車道を軸と
したベルト地域に形成し，中国横断自動車道や南北幹線道路整備を通じて，
中国内陸インダストリアルベルトとの産業交流を促進するなど，テクノベ
ルト形成の波及効果の拡大を図る。中国山地部は備北から芸北を東西に結
ぶ大規模林道の整備を通じて，大規模林業圏の形成に努め，林業の振興を
('1) 前掲書;p. 249から引用て
(10) 前掲書;pp. 166~ 167から引用 d
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図5 新産業ベルト地域
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図るc また，国道をはじめとした南北幹線道路などの整備を促進し，山岳
スポーツ，観光レクリエーションの広域的なゾーン形成を図り，各種施設
の整備やプロジェクトの推進にあわせて，観光キャンベーンを実施するな
ど，フルシーズンの需要に耐え得る地域づくりを進めるc 臨界および島興
部は恵まれた自然、，伝統文化，産業を生かすとともに，新たに海洋性スポー
ツ レクリエーシヨンゾーンの形成，海洋牧場化構想、の推進，海洋関連技
術の振興などを図り，瀬戸内海における海洋利用の中核的拠点の形成に努
めることなどの構想が提示されている。
1江.地域別振興対策
広島県が中枢県として活力ある発展を遂げていくためには，技術革新に
適合した産業構造への転換や交通通信網の整備にともなう国土構造の変化
への積極的に，柔軟に対応し，医療 福祉 生活環境施設などの基礎的ス
トックの充実に加え，教育，文化を含む総合的な基盤を整備し，広島圏域，
備後圏域，備北圏域が地域の振興に主体的に取り組み， 自立した地域を形
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成するとともに，機能を補完しあいながら，各地域が有機的に連携し，全
体として調和のある県土を形成することが基本的な考え方であるコ
広島地方生活圏域の現状は，この地域の中心都市である広島市が行政，
経済，教育および文化などの諸機能の高度な集積により，中国および四国
地方にその影響を及ぼす中枢都市としての地位を確立し広島湾岸の工業
地帯は過去に蓄積された技術集積を基盤に，西日本における機械金属系工
業の一大拠点を形成している。一方，近年の造船，鉄鋼，化学などの産業
活動の停滞により，地域経済の発展が鈍化し地域産業の自立的な技術開
発への取り組みや広島中央テクノポリスの建設の進展など，産業構造の高
度化，多角化に向けての活動が活発化するなかで，地域経済に活力を与え
る優れた中堅企業や研究開発型企業が数多く輩出するとともに，高度加工
組立型工業やソフトウエア産業などの立地が進むなど，新たな動きが現わ
れている。また，高速道路や地域内幹線道路の交通体系整備の進展により，
この地域と備後および備北両地域，さらに隣県との交流が一層促進されつ
つある。
広島市においては高次な情報サービス，文化，消費などの総合的な都市
機能の充実整備とあわせて 世界的な知名度を生かした各種イベントの開
催や各種施設の整備，国際平和文化都市の理念に基づくメッセ・コンペン
ションシティを目指して，国際化に対応した都市づくりが進められている。
呉市においては文化施設の整備，企業立地の促進，海洋活用へのポテンシ
ヤルの高まりなど，広島中央テクノポリスの母都市として，新たな発展へ
の芽生えが現われてきつつある。東広島市は広島中央テクノポリスの中核
地域として，工業団地の整備，先端技術産業の立地，山陽自動車道や新広
島空港の建設，新幹線東広島駅の完成とあいまって，本県における技術開
発および高速交通の拠点として大きく発展する基礎的条件が整いつつあ
る。芸北地域を中心とする内陸部は中国縦貫自動車道の開通や中国横断白
(l) 広島県，広島県発展計画， 1986年， p.280から引用ニ
(12) 前掲書;pp. 284~290 を参照。
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動車道の一部開通にともない，工業立地が進み，農林業生産基盤や生活基
盤の整備が進展してきている。一方，西中国産地の自然の景勝を生かし，
森林公園の整備，スキーなど山岳スポーツ・レクリエーションの整備が進
められている。また，沿岸および、島l興部は農林水産業の生産基盤や生活基
盤の整備，県民のj兵などのレクリエーション施設の整備，安芸灘諸島連絡
橋や広島ポートアイランド構想、など，瀬戸内海活用の拠点として新たに発
展しいてく可能性をもたらしつつあるのである。
広島地域を総合的に活力あふれる中枢都市圏を形成するために，行政，
経済，文化の諸機能を一層充実するとともに，技術革新，国際化，高度情
報化などの進展に対応した質の高い機能を強化し，高学歴化の進展や知的
活動，芸術文化へのニーズの高まり， 21世紀に向けて科学，地域，文化が
社会経済をリードしてL、く時代の到来が見込まれるなかで，教育，研究，
文化などの機能の充実を図り，人，物，情報，資金などの国際交流が飛躍
的に進展するなかで，国際平和文化都市にふさわしい国際基盤づくりを積
極的に推進するとともに，高度情報化の進展や産業構造のソフト化，サー
ビス化に即応した情報， ソフトサービス機能の整備を促進する必要がある
としている。
教育研究機能の拡充整備とあわせて，広島広域都市図における都市機能
の適正配置を図るため，広島中央テクノポリスにおける基幹的教育研究機
関として，テクノプラザの機能の充実を強化する。また，県立図書館，県
立文書館などの複合施設である情報プラザ、を整備し， 21世紀を展望した中
枢管理都市にふさわしい教育，文化機能の集積が図られるように長期的総
合的に計画するとともに，博物館，現代美術館，彫刻の森などの文化施設
を整備する c
国際基盤づくりとして，新広島空港を国際化の進展に対応し得る空港に
整備拡充し，広島港を国際貿易港湾の拠点とするために，外国貿易定期船
のサービス機能を備えた外貿ターミナルの整備，大水深港湾の整備を促進
しさらに，国際化に対応した都市機能を充実するために，国際平和文化
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会館の建設，国際会議場，国際見本市会場，情報関連施設などを推進し
各種の国際的イベン卜を積極的に誘致するとともに，海外からの留学生お
よび帰国子女を受け入れるための教育体制，国際化に対応した人材養成機
能の充実を図ることにしている。
交通，情報通信基盤の整備にあわせて，流通業務団地の整備や中堅卸売
業の育成，その機能の充実強化を図り，産業情報センターの設置，ニュー
メディア・コミュニティ構想，テレトピア構想など，ニューメディアへの
取り組みを促進する 3 ニューメディアは高度情報化社会を支えるものであ
り，データ通信系，ソフトウエア系の情報関連産業の育成および、人材育成，
地域特有の情報や全国的国際的に汎用性の高い情報を生産，収集，蓄積，
発信できるインホメーション・サービスの拠点を形成するように積極的に
支援する必要がある。
沿岸都市部の工業技術集積を生かした地域産業の技術高度化と新たな工
業集積圏を形成するために，都市型産業や先端技術産業の育成，技術情報
提供機能など高次機能の集積および活用，メカトロニクス化，海洋関連技
術の開発応用，新材料，エレクトロニクス，バイオテクノロジーなどを中
心にした地域産業の複合化，地域に応じた新技術分野への展開を押し進め
ることが肝要である。
島i興部における産業の振興と多島美を生かした観光開発の促進，瀬戸内
海国立公圏および西中国産地固定公園の二大景勝地を中心にした観光， レ
クリエーシヨン資源の積極的活用，広域観光ルート・ゾーンの形成，既存
の観光資源の活用，山岳スポーツ・レクリエーション施設の整備など特性
を生かした地域づくりの推進，神楽，花田植，史跡など伝統文化および生
活文化の保存および伝承に努めるとともに，海の文化遺産および生活文化
など文化の香り高い特色ある郷土つぐりを支援するものとされている。
都市部においては生鮮食料品供給基地の再形成を目指して，野菜，畜産
物，花樹などの生産および流通体制を確立し内陸部においては高冷地野
菜，施設園芸，肉用牛など畜産振興，集約的施業が可能な優良林業地，生
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産，流通，加工体制を整備し銘柄化を促進するとともに，特用林産物を振
興し，農林業経営の安定化を図る。沿岸および島興部では晩柑類などの改
良，自然条件を生かした野菜，花きなどの生産を振興させる。本県特産の
カキ養殖の一層の振興，海洋牧場化構想の推進，県栽培漁業センターの機
能の充実.大規模人口漁礁 栽培漁業の推進などマリンピア芸南構想、の具
体化に努め，農山漁村の定住化のために，医療，福祉，生活環境などの諸
施設を整備し文化，観光，レクリエーションなどを通じて都市との交流
を活発化する狙いが秘められている。
備後生活地域圏は繊維，木工，金属，造船などの地場産業の集積に加え
て，工業整備特別地域として，鉄鋼，機械をはじめとする工業の積極的導
入により，中核的工業拠点の一つを形成しているc こうした工業業績の急
速な進展を背景に都市集積が進み，一方，近年の鉄鋼，造船，繊維などの
基幹産業の低迷により，地域経済全体が停滞気味に推移してきたが，多彩
な地場産業の集積を生かし その付加価値を高めるための地場産業振興セ
ンターの設置，エレクトロニクス産業の新規立地など，経済再活性化が進
展しつ、つある。こうした状況のなかで，地域内の諸都市がそれぞれの特性
に応じた機能分担のもとで連携を強め，広域的な都市圏を形成する基盤が
整ってきている。
技術革新や高速交通時代の到来に対応した新たな都市環境と産業構造を
実現するために，都市基盤の総合的整備を進めるとともに，都市の特性を
生かした諸機能の適正な分担および補完関係を確立し周辺地域と一体的
な都市圏を形成し，都市間の道路網や情報網を整備するとともに，生産，
流通，人材育成などの機能を充実強化し，医療，福祉，教育，文化，観光，
レクリエーションなどの機能を相互に補完しながら，各種都市施設や利用
システムの計画的体系的に整備を進める。
これまでに地域に集積された技術および人材などを最大限に活用し新
技術の開発，応用，技術交流，技術支援体制の整備など，地域産業の技術
(13) 前掲書;pp. 291 ~296 を参照。
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高度化を促進するシステムと先端技術産業との多様な複合化を通じて育成
される新産業群，新技術集積に支えられた工業集積圏の形成を実現させる。
工業の再活性化のためには 地場産業振興センターおよび東部工業技術
センターの研究開発機能の充実強化を進め 広島中央テクノポリス地域に
おける研究開発機能の積極的な活用，地域産業のニーズに既応した新技術
の開発および応用，異業種交流の促進など，技術支援体制の確立を図り，
テレトピア構想などの促進を通じて産業技術情報システムの整備，情報，
ソフトウエアなどのサービス産業の導入および育成，デザイン開発など，
地域産業の知識集約化および製品の高付加価値化を進める。一方，山陽自
動車インターチェンジや新広島空港周辺を中心に工業団地の適正かつ計画
的な整備を促進し，先端技術産業の積極的な導入を図り，これら先端技術
産業の技術移転とあわせて，地域内の民間研究機関や研究開発型企業のメ
カトロニクス化，新材料，新エネルギーなど新分野への展開を進める必要
がある。
新広島空港，山陽自動車，本州四国連絡橋，新幹線尾道駅の完成，これ
らの整備効果を効率化するとともに，地域内連携の一層の促進を図るため
に，アクセス道路，域内基幹道路，架橋，鉄道，航路などの整備を進め，
連環都市圏の域内交通ネットワークを形成する。 一方，沿岸都市部と内陸
部，さらに，備北地域を結ぶ南北幹線道路の整備，四国地方および島興へ
の円滑なアクセスを確保しあわせて，これら基幹道路と周辺農山漁村の
有機的な連結と都市内流動の円滑化を図るため 生活関連道路の計画的整
備を進める c
都市部と周辺の内陸部，島i興部への道路，架橋，会場交通網などを計画
的に整備し，地域内交通を円滑にすることにより，都市的サービスおよび
自然環境と一体的圏域を形成する。つまり，新しい観光資源の活用，瀬戸
内海の歴史の発掘，海洋性スポーツ， レクリエーション基地の整備，備後
海域と沿岸都市部を一体とした観光ルート ゾーンおよび内陸部における
観光，レクリエーション施設の整備 これら地域と四国地方と連携した新
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しい広域観光ルートの整備に努めることになってし、る。観光， レクリエー
ション拠点，広域ルートの整備を通じて，教育，文化，余暇など，都市と
農山漁村の活発な交流を促進するために，この地域に有する歴史，文化，
自然環境を積極的に活用することが肝要である。
農業はほ場整備を中心とする生産基盤の整備や農地開発を積極的に進
め，生産団地の育成， リレー出荷体制の確立，市場圏の拡大を通じて自立
できる農業の展開を推進する。内陸部においては広島中央台地地区農業開
発の促進，高生産性農業の展開，地域農業の確立，生産組織体制の整備，
沿岸・島l興部では自然条件を活用した良質な野菜，果樹，花きなどの生産
振興を図ることとしている。
林業では林道，造林など生産基盤の整備，水源の森基金制度の導入など
を通じて，優良林業地の整備，優良あかまっ林およびまったけ林の整備，
木材加工，流通体制の整備を促進することが必要であるc
水産業は基幹漁業のノリ養殖，海洋牧場化構想，漁場開発の促進，栽培
漁業の定着化に努めるとしているc
備北生活地方圏域は三次市，庄原市および東城町を中心に一体的な生活
圏を形成し，これまで農林業を主体とした生産基盤，道路，公園などの生
活基盤や医療，福祉などの施設など、定住基盤強化のための整備が積極的に
推進されてきた。近年，中国縦貫自動車道の開通にともない，工業団地の
造成が進み，機械工業などの新規立地がみられ，就業機会拡大のための条
件が進み，県立大学設置，公園，文化施設の整備が進展している。県立大
学，大規模都市公園を中核に，農業，工業，商業，居住など多様な機能が
適正に配置された総合文化ゾーンの形成，高次な都市機能の集積，新しい
地域文化の創造，地域の一体化の促進，地域内の適正な機能分担の確立，
道路網の整備，他地域との連携，南北幹線道路の整備，鉄道の輸送力強化
などを図ることが，この地域発展の基本的方向として示されている。
この地域の主要産業の育成，地域経済の活性化や就業機会の拡大を図る
(14) 前掲書;pp. 297~300 を参照c
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ために，農林業との調和に配慮しながら，工業団地を造成し，計画的な工
業の導入を図り，産業の技術高度化に対応できる人材の育成，工業用水の
確保などの条件整備を図り 中国内陸インダストリアルベルトの形成を推
進するつ一方，中国縦貫自動車道のインターチェンジ周辺の南部丘陵地一
体を総合文化ゾーンとして，教育，文化の拠点形成を図り，地域社会の教
育，文化の創造的発展を推進する教育センター的役割を果たすように計画
している。さらに，伝統ある文化的風土を保全し，継承するとともに，中
国地方に誇れる地域文化圏とすることを目指している。
また，主要産業である農業については庄原市における農村基盤総合整備
パイロット事業，ほ場整備の進展，備北広域営農団地農道の整備など，生
産基盤の強化が図られ，畜産や林業との複合経営化や経営規模の拡大，協
業化などを通じて，大規模化や生産性の向上など経営の安定化が図られつ
つある。今後とも，この地域が主要な農林業地域として食料や木材の供給
を担うとともに，高速交通網の整備による流通条件の変化に対応できる生
産性の高い農林業の育成と消費者ニーズに応じた計画的な生産出荷を行う
ために，広域的な生産および流通体制を整備していくことが肝要である。
農業と林業の一体的発展を図るために，中核的農林業を核とする地域農
業集団の育成，森林施設の集団化および組織化，地域複合農林業経営を確
立する。そして，消費の高級化および多様化，高品質野菜および果樹，肉
用牛の繁殖肥育およびブランド化，養鶏団地の整備，すぎ，ひのき，有用
広葉樹などの計画的な造林および保育，間伐材の利用など，備北材として
の産地形成および生産拡大を図り，計画的な生産出荷を促進するとともに，
ふるさと産品の高付加価値化を目指している。
さらに，比婆道後帝釈国定公園をはじめとする地域の優れた自然を生か
した観光，森林および山岳レクリエーション基地の形成が図られ，県民の
森など高原性リゾート地区の野外レクリエーション施設，道路，駐車場，
広場などの整備を推進し，見る観光から体験する観光へと変化しつつある
ニーズに対応して，都市住民と地域住民が交流できる特別村民制度，その
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他イベンドの実施，観光農園.観光牧場などの開発を図り，継続的な観光
客の誘致を促進するための努力がなされることになっているc
Vl. 21世紀をめざして
21世紀に向けて，広島県が長期にわたって安定的に均衡ある発展を遂げ
ていくためには，個性豊かな地域社会の形成，健康でしあわせな県民生活
づくり，創造性豊かな人づくり，活力ある産業の形成，産業と暮らしを支
える基盤づくりを計画の基本目標としてL、るc
個性豊かな地域社会の形成 ーコミュニティ，市町村，広域市町村圏，
地方生活圏，あるいは，テクノポリス地域圏がそれぞれ個性豊かな魅力を
もつことにより自立し相互に調和することは県土の均衡ある発展を図る
基本的条件である。ハイモビリティが確保され，だれもがこの地に生活で
きることをしあわせに思い，誇りとすることができるような地域社会を構
築することが重要である。このために活力ある経済基盤や高速ネットワー
クなどの確立とあわせて，伝統，生活文化，イベント，福祉，医療や地域
産業などを活用した特色ある郷土づくりを支援する一方，緑豊かな自然、環
境の保全などを図りつつ，住宅の質的向上やこれと一体となって居住環境
を形成する街路，下水道，都市公園などの生活基盤の整備を促進し，快適
な日常生活が営まれるようなアメニティの確保に努めるc 安全な県民生活
を確保するために，交通安全や消防防炎などを推進するとともに，治山，
治水をはじめとする県士の保全に努める c
健康でしあわせな県民生活っくり一一-，心身ともに健康で生涯を通じて安
定した生きがし、のある生活を送ることは，県民共通の願いであるc 県民自
らが自助的な努力や互助的な活動を行い，家庭や地域社会において必要な
保健，医療，福祉などのサービスを受け 安心して生活できる福祉社会を
(15) 広島21世紀研究会編，広島 明日への道しるべ，ぎょうせい， 1988年，
pp， 151~152 を引用c
(16) 前掲書;p. 152から引用c
92 第12巻第1号(経済学・経営学編)
形成することが重要である。このために県民一人ひとりの自立自助の気運
の醸成に努めるとともに 健康づくりをはじめとする包括的な保健医療体
制の整備を進める。また，高齢者や障害者などに対する福祉施策の充実に
努め，人口の高齢化や長寿化の進行にともなうライフスタイルの変化に対
応した新たな社会システムの形成を図るc
創造性豊かな人づくり 活力と個性豊かな地域社会の構築は新たな社
会経済の進展に積極的に対応で、きる県民一人ひとりの力があってはじめて
可能となるc 県民一人ひとりが生涯を通じて主体的に学習し自己を形成
していく力をかん養することができるような条件整備に努め，家庭，学校，
地域社会それぞれの果たす役割を充実させ 相互の緊密な連携のもとに
創造性豊かな人っくりを進める必要がある。このために青少年の健全な成
長を願う県民の期待にこたえ，教育県広島の新たな前進を目指し，教育の
質的向上を図る施策の充実，生涯教育の観点にたっ社会教育の充実に努め
る。さらに，地域文化の見直しゃ創造，スポーツ活動の充実を通じて，心
豊かで健康な人づくりを進めるために，県民の自主的な活動の機会や場の
提供，指導者の養成，質の高い芸術文化やスポーツにふれる機会の拡大な
どに努めるc
活力ある産業の形成ー←ー21世紀に向けて安定的な発展を遂げるために，
技術革新の進展，産業経済のソフト化およびサービス化などの環境変化に
適切に対応して，活力ある産業の形成を図る必要がある。このために地域
の特性を生かした生産性の高い農林水産業の実現を図る一方，先端技術産
業の導入および育成，既存産業の技術水準の向上などにより，工業構造の
高度化および多角化とともに，各地域の工業集積や地域特性に即応した新
たな工業集積圏の形成を進める。また，産業経済のソフト化およびサービ
ス化とともに情報化および高速化の進展に対応して，中四国地方の中枢拠
点としての機能強化を図るために，卸および小売業の体質強化とともに，
(17) 前掲書;pp. 152~ 154から引用c
(18) 前掲書;pp. 154~ 155から引用こ
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地域産業の発展を支える都市型産業の育成を図り，地域の特性や資源、を活
用した地場産業をはじめとする多彩な地域産業の振興に努める。
産業と暮らしを支える基盤づくり一一21世紀に向けて長期にわたって安
定した発展を遂げていくためには，活力ある産業と新しい時代に対応した
県民生活を支える県土基盤の構築が不可欠である。県士基盤の質に対する
ニーズの変化を的確に把握し，効率的な整備を進める必要があり，増大す
る維持管理への適時適切な対応に努めることが重要であるつこのために県
内の国土開発幹線自動車道，新空港，重要港湾における主要な外貿施設な
どの基幹的施設について計画機関内に概成を促進するc あわせて，定住基
盤と地域間の連携の強化が図られるように，高速交通拠点と県内各地域を
有機的に連結する交通ネットワークの形成を推進し，地域の実態ピ既した
施設や手段の体系的整備を促進する。また，情報通信については全国的な
ネットワークの形成に既応して INS など高度情報通信網の整備を促進
するとともに，人材の育成，情報関連産業の育成，誘致などによる情報拠
点の整備を通じて，県全域にわたる情報化の推進を図り，高度情報化社会
の形成に努めるc
国際化への対応一一広島県は世界的に知名度が高く，世界の平和を願う
人々 ， ビジネス客，観光客などの往来が年々活発化しているc また，地元
企業の海外進出の活発化など，本県における国際化は県民の日常生活にお
いて意識するしないにかかわらず大きく進展しているつこのように国際交
流は経済的側面のみならず人的側面にも及んでおり，そのテンポはますま
す速まる傾向にある。広島県が示した国際経済交流の促進に関する基本的
指針は，相手国との相互理解のもとに秩序ある貿易を促進するとともに，
経済，技術など幅広い分野において推進するための基盤整備をする必要が
あることを示している。この具体的施策として，国際競争力の強化，情報
(19) 前掲書;pp. 155~ 156から引用。
(20) 前掲書;pp. 309~312 ， および広島県，広島県発展計画， 1986年，
pp. 230~231 を参照〔
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機能の充実強化，国際物流体制の整備，人的交流および、技術交流の促進，
外資系企業の立地促進がかかげられているc 国際競争力の強化とは従来の
自動車，鉄鋼，鋼造船の主力品円に加えて，試験研究機関，デザインセン
ターの機能の充実による高度段術の開発強化やデザ、イン指導を通じて，高
付加価値製品の開発の促進を図ることである 3 情報機能の充実強化とは貿
易関係団体の育成とともに，海外見本市への参加やロサンゼルス広島事務
所の活用により，海外市場の動向などの情報収集体制を強化することであ
るc国際物流体制の整備は広島港の国際港としての機能を強化するために，
外貿コンテナふ頭の整備を進めるとともに，国際見本市会場，国際会議場
などの国際交流施設や宿泊施設，情報提供施設などの整備を促進するほか，
新空港周辺地域に流通機能を備えた流通業拠点の整備などである。人的交
流および技術交流の促進は技術者，研修生の海外派遣，招へい制度の整備
を行い，諸外国の企業，研究所などとの交流を活発化することであり，帰
国および入国子女受入れのための教育条件の整備を促進するc 加えて，エ
レクトロニクス，メカトロニクス，バイオテクノロジーなど先端技術産業
などを中心とした外資系企業の立地促進を図ることなどが具体的な施策と
して取り上げられている。
四.あとがき
広島県における21世紀に向けての青写真は これまでわれわれが見てき
たように，テクノポリスを中心として，広島広域生活圏域，備後生活圏域，
備北生活圏域に大別し，それぞれ地域に合致した開発を促進することが描
かれているつ確かに，このような青写真を見る限りにおL、て夢ふくらむノ〈
ラ色のパラダイスとして日にうつるのである。その反面において，世界的
に様々なる問題を提起してL、る産業廃棄物に関しては何らふれられていな
い今後増大する産業廃棄物の処理に関する研究および実験機関を設置し
例えば， レアメタルの抽出，汚澱物の利用，ゴミなどのリサイクル活用，
汚水の再利用など，積極的に推し進めることが肝要であるつもしこのよう
広島県再構築への道 95 
な廃棄物に関する研究を怠った場合には，緑豊かな自然、美も破戒され，健
康な人づくりも町づくりも全てが壊滅してしまうのである。人聞が新しい
化学物質を創造しまた，それによって人聞が苦渋に合わねばならないこ
とをも忘れてはならなL、c
また，テクノポリスの母都市lの中心である呉市は，基幹産業をかかえ，
雇用創出効果にあえいでいる。元来軍需工場としての役割から基幹産業の
立地になってきたのであるが，今後このような基幹産業が再び夢よみがえ
ることは困難であろう。このような産業を活性化させるためにも，大規模
な研究所および実験所を設置し例えば， SDIの平和的な利用，真空状態
における新しい第5の鉄の製作，高速で多量輸送機に対するジェットエン
ジンの開発など，現在所在している企業の出資による一大プロジェクトを
組み，研究・実験の可能な施設を造り，製品化させることが肝要である。
そのためには人的移動もかなり激しくなることが予想されるので，新広島
空港から，また，西条・東広島駅を経由して呉市に達する高架乗物，例え
ば， リニアモーターカーなどによって，一度に多量の人が運ばれる公共輸
送機関が，高速道路整備とともに必要である。呉市を陸の孤島にしないた
めにも，テクノポリス母都市としての役割をになうためにも是非必要欠ぐ
ことのできない事項であると考えるのであるc
いまや国際化という言葉が聞かれない， ~j にしない日はないといっても
過言ではないc 一体国際化とはどういうことであるのだろうか それは外
国語を話し，外国人と交流できることばかりであるだろうかc 国際化とは
相手国の歴史，文化，遺産，芸術，習慣などを認識することであると考え
るc そのためには広島市にこのような国際化に対応できる情報施設を設置
しだれでもが何時でも必要に応じて情報提供が受けられるようなシステ
ムを作ることであり，その場所として広島大学本部跡地を利用することが
最もよいと考えられるc 特に アジア・アフリカ地域の情報収集は必要欠
くことができない事実である。マナーの悪いジャプといわれないためにも，
是非とも相手国を知る必要があるからである。
96 第12巻第 1号(経済学・経営学編)
最後に，広島県が描いた青写真に研究所および実験施設を整備し促進
するとされてレるこしかしながら，それを具体化していくうえには甚だ困
難がつきまとうだろう。それを克服するためには，まず既存の企業と公設
試験所がプロジェク卜を組み，研究および実験に取り組む必要がある。そ
うしなければ他の場所から誘致することは難関であろう c また，各工科系
大学も県の施策に対応して，研究所を設置し，そのノウハウを持ち寄り，
第3セクタ一方式による研究および実験所に参加するように，速急に整備
する必要があるc 同時に，文化系各大学においても，高齢化および長寿化
に対応して，開カ通れた弾力的なものに転換させ，生涯教育に積極的に取り
組んでいかなければならなL、。 例えば，社会人に対する夜間大学院とか，
また，受講生によって昼間および夜間講座を受講することによる単位認定，
多種多様な情報に対する教育の質的向上などに努力せねばならなL、c 競争
原理の働かない社会およびコミュニティほど停滞し衰弱していくものであ
ることを忘却しではならないのであるつ教育が自己形成の一翼をにない，
人が社会形成し発展させていくのである。誤った教育は国を亡ぼし，人間
そのものを喪失させるものである。それ故に，教育の質的向上が要求され
る所以である。
本論稿においては広島県が描いている21世紀に向けての基本的な考え方
および方向づけにのみ終始されている。このような指針および施策が成功
するか否かは，新しい産業の再構築ができるか否かということになる。こ
れを機会に21世紀に向けての各論的なものに歩を進めていきたいと想像し
ているのであり，諸兄氏の御支援を仰ぎたい。
参考文献
[ 1 ]広島県，広島県発展計画. 1986年c
[nJ広島県;事業推進プラン. 1987年C
[1lI]広島県;テクノプラザ、建設基本構想.1987年ぺ
[N]広島21世紀研究会，広島 明日への道しるべ，ぎょうせい. 1988年。
[V]建設省広報室編;建設月報. 7月号，建設広報協議会. 1984年c
広島県再構築への道 97 
[VI]森井昭顕;広島県の活性化に関する一考察，広島経済大学経済研究論集，第
6巻第2号， 1983年c
[四]森井昭顕，広島県活性化の課題，広島経済大学経済研究論集，第7巻第2号，
1984年c
